
令和元年８月の主な動き、取組 

 

１ 雇用失業情勢への対応（令和元年６月内容） 

 

 

 

 

・各種支援事業、求職者支援制度、各種助成金などの活用による就職促進 

・積極的な求人開拓の実施 

 ・若者、女性、障害者、高年齢者の就職実現 

 

２ 年齢別 死傷災害発生状況（令和元年上期速報値） 

 

 

 

 

 

３ ＵＩターンフェア“かごしま”＆県内就職合同面接会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」の実施 
  

 

 

 

 

 

 

 

５ 「均等・均衡待遇に関する特別相談窓口」を開設  

有効求人数     40,872人  対前年同月比 1.2％増（2か月ぶりの増加） 

 有効求職者数    32,390人   対前年同月比 2.8％減（18か月連続の減少） 

 有効求人倍率     1.36倍   対前月比 0.01ポイント減 

 首都圏等への経済機能・人材等の集中が進展している中、県内企業の中核的な

人材となるようなＵＩターン希望者や県内での就職を希望する方の県内就職を

促進し、県内企業の人材確保を図るため、雇用対策の一環として、「ＵＩターン

フェア“かごしま”＆ 県内就職合同面接会」を開催します。 

・主催 鹿児島労働局、県内ハローワーク、鹿児島県 

・日時 令和元年８月１６日（金）13:00～16:30（受付 12:30～） 

・会場 城山ホテル鹿児島 

 ひとり親の就労支援を強化するため、鹿児島市に設けているハローワークの常

設窓口に加え、３３市町にハローワークの臨時相談窓口を設け、きめ細かな職業

相談・職業紹介をする「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」

を実施します。 

雇用形態に関わらない公正な待遇の確保に向けて、働く方々や企業の担当者から

の疑問や相談にお答えするための特別相談窓口を開設します。 

 休業４日以上の死傷者数 757 人（前年同期 4.7％減）、死亡者数４人（同 20％

減）。また、50歳以上の高年齢労働者の死傷者数は 424人で、半数以上（56.0％）

となっている。 
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6月の有効求人倍率は 1.36倍で、前月を 0.01ポイント下回る 
 

鹿児島県の 6月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.36倍となり、前月を 0.01ポイント下回りました。 

新規求人倍率（同）は 2.00 倍となり、前月を 0.01ポイント上回りました。 

正社員有効求人倍率（原数値）は 1.00 倍となり、前年同月（0.90倍）を 0.1ポイント上回りました。 

新規求人数（同）は前年同月に比べ、2.2％増と 2か月ぶりに増加しました。 

産業別では、前年同月に比べ、建設業（4.8％増）は 2 か月連続の増加、製造業（12.5％減）は 2 か月連

続の減少､運輸業、郵便業（25.0％増）は 2 か月ぶりの増加、卸売業、小売業（1.2％減）は 4 か月連続の減

少、宿泊業、飲食サービス業（1.5％減）は 2か月ぶりの減少、医療、福祉（9.9％増）は 9か月連続の増加、

その他のサービス業（6.4％減）は 2か月連続の減少となりました。 

新規求職者数（同）は前年同月に比べ 4.2％減と 15 か月連続の減少となりました。 

新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者(0.7％減)は 15 か月連続の減少、

離職求職者（5.6％減）は 5 か月連続の減少、無業求職者（10.5％減）は 4か月連続の減少となりました。 

離職求職者の内訳では、事業主都合離職者(9.8％減)は 5か月連続の減少、自己都合離職者（4.6％減）

は 5か月連続の減少となりました。 

政府の 6 月の月例経済報告では、企業収益は上方修正され、個人消費、設備投資、輸出、生産、雇用

情勢、消費者物価については、いずれの項目も据え置かれました。景気の基調判断は、「輸出や生産の弱

さが続いているものの、緩やかに回復している」と据え置かれました。また、雇用情勢は「着実に改善して

いる」と据え置かれました。 

鹿児島県の雇用情勢は、有効求人倍率（季節調整値）が 38か月連続で 1倍台となり、全体としては引き

続き改善しているものの、今後の求人・求職の動きには注視してまいります。 

鹿児島労働局では、現下の雇用情勢に適切に対応するため、若者・女性・障害者・高年齢者の就業実

現、地域の実情を踏まえた公共職業訓練や求職者支援訓練の推進、就職困難者等すべての求職者の就

労に向けた重層的なセーフティネットの構築による就労・生活支援対策に積極的に取り組み、今後とも一

層効果的な行政の展開に努めてまいります。 
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鹿 児 島 労 働 局   職 業 安 定 部
　職 業 安 定 課 長
　地方労働市場情報官

最　近　の　雇　用　失　業　情　勢

概　　況

　なお、全国の6月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.61倍となり、前月を0.01ポイント下回った。

１.　求人倍率の推移(  パートを含む、年度平均は原数値、各月は季節調整値  )

26
年度

27 28 29 30
30年
6月

7月 8月 9月 10月 11月 12月
31年
1月

2月 3月 4月
元年
5月

6月

本県 0.78 0.89 1.06 1.23 1.32 1.30 1.33 1.34 1.33 1.34 1.35 1.34 1.31 1.32 1.34 1.37 1.37 1.36

全国 1.11 1.23 1.39 1.54 1.62 1.61 1.62 1.63 1.63 1.62 1.63 1.63 1.63 1.63 1.63 1.63 1.62 1.61

本県 1.24 1.36 1.59 1.78 1.92 1.89 1.95 1.89 1.89 1.94 1.89 1.84 1.98 1.97 1.94 2.11 1.99 2.00

全国 1.69 1.86 2.08 2.29 2.42 2.42 2.41 2.39 2.44 2.40 2.40 2.40 2.48 2.50 2.42 2.48 2.43 2.36

*30年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

２.　求人の動き(  パートを含む、原数値  )
6月の新規求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ2.2％増と2ヶ月ぶりの増加となった。

6月の新規求人数（同）を産業別に前年同月比でみると、【建設業】（4.8％増）は2ヶ月連続の増加、【製造業】（12.5％減）

は2ヶ月連続の減少､【運輸業、郵便業】（25.0％増）は2ヶ月ぶりの増加､【卸売業、小売業】（1.2％減）は4ヶ月連続の減少、

【宿泊業、飲食サービス業】（1.5％減）は2ヶ月ぶりの減少、【医療、福祉】（9.9％増）は9ヶ月連続の増加、【サービス業】

（6.4％減）は2ヶ月連続の減少となった。

　6月の有効求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ1.2％増と2ヶ月ぶりの増加となった。

(   ) 内前年同月比(％)

  新規求人数

Ｄ　建設業

Ｅ　製造業

－ １ －

1,109

(▲ 20.7)

新産業分類

有効求人数

(▲ 10.9)

(4.0)1,309(▲ 13.7)

750

1,949

(▲ 22.0)(11.1) 1,246

(▲ 15.0)

665

(6.6)

(22.2)

(10.2)

(▲ 7.8)

(25.4)

1,1631,280

(2.6)

1,288

(▲ 10.2)

(▲ 10.0) 1,099

4,232

1,820

(▲ 8.0)

577

4,593

(▲ 9.2)

693

2,221

43,357

1,459

(▲ 16.7)

(▲ 15.7)

Ｒ　サービス業（他に
分類されないもの）

40,872

1,032

(1.2)

(▲ 6.4)

(9.9)

1,771

1,952

1,611

Ｍ　宿泊業、飲食サー
     ビス業 (▲ 1.5)

4,411

(25.0)

1,498

1,062

4,429

(3.4)

(▲ 1.1)45,161 40,815(2.3)

1,391

2,292

Ｐ　医療、福祉

(6.7)

(3.3)

(▲ 1.5)

(1.5)

1,418

1,691

4,253

41,923

(▲ 3.8)

1,166

(8.0)

(▲ 3.5) (2.2)

5月

14,207

1,384

(▲ 1.6)

(▲ 1.2)

1,223

634

14,335

6月

14,599 15,523(▲ 3.1)

(1.1)

(▲ 3.7)

H　運輸業、郵便業

Ｉ　卸売業、小売業

(2.7)

(4.8)

重　久　　健
渡邊　正一

　・鹿児島県の６月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.36倍となり、前月を0.01ポイント下回った。
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３.　求職の動き(パートを含む、原数値。 但し、※「うち３４歳以下」と、※（新規常用求職者態様別内訳）は臨時・季節を除く常用。）
 　6月の新規求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ4.2％減と15ヶ月連続の減少となった。

   新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者（0.7％減）は15 ヶ月連続の減少となった。

   また、離職求職者(5.6％減）は5ヶ月連続の減少、無業求職者（10.5％減 ）は4ヶ月連続の減少となった。

　 離職求職者の内訳をみると、事業主都合離職者（9.8％減）は5ヶ月連続の減少となった。

　 自己都合離職者（4.6％減）は5か月連続の減少となった。

　6月の受給資格決定件数(6.3％減)は2ヶ月連続の減少となった。

   また、受給者実人員（1.6％増）は2ヶ月ぶりの増加となった。

　6月の有効求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ2.8％減と18ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

新規求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち65歳以上

有効求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

※( 新規常用求職者態様別内訳 ) (   ) 内前年同月比(％)

在職求職者

離職求職者

うち事業主都合

うち自己都合

無業求職者

　　　　　　

４.　就職の動き(パートを含む。但し、※「うち３４歳以下」は臨時・季節を除く常用。）
6月の就職件数（パートを含む）は、前年同月に比べ5.3％減と4ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

就職件数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

５.　完全失業率(  全国  )

  完全失業率        (  ％  )

  完全失業者数  (  万人  )

※完全失業率は季節調整値
* 下線部分は季節調整替え済み

資料出所：総務省統計局「労働力調査 」

－ ２ －

15,672

1,104

平成31年 令和元年

平成31年 令和元年

(▲ 10.2)

1,022

(▲ 17.0)

(1.4)

(▲ 12.4)

3月

(▲ 17.2)1,454

(▲ 3.2)

845

31年１月

(▲ 17.2)

30年平均

970 (▲ 6.4)

2,549

(▲ 3.9)

1,779

16,149

(▲ 1.4)

4月

(▲ 21.3)

830

1,899

1,088

(▲ 9.8)

(▲ 7.6)

(▲ 11.2)

9,861

3月

(4.1)

3,914

4,891

(▲ 14.9)

7,243

6月

(▲ 4.2)8,307 (▲ 10.6)

1,981

5月4月

2,784

(▲ 3.9)33,539

4,234

(▲ 6.8)8,0617,856

平成31年 令和元年

4,430 (▲ 6.1)

2,570

(▲ 0.1)

2,738

(0.8)

(▲ 13.5)

3,330

(▲ 7.0)

2,410 3,407

4,970

(2.1)

3,818

4,243

(▲ 9.9)

2,395

(▲ 9.0)

(▲ 4.1)

(0.8)

2,275

3,860

(▲ 5.1)

1,836

(▲ 10.6)

(▲ 1.9)3,383

7,791

(▲ 4.1)

9,889

(▲ 7.7)

17,258

(  月平均  )

平成30年度

(▲ 9.9)

(▲ 4.8)

(▲ 5.5)

4,605

(▲ 2.9)

(  月平均  )

平成30年度

4月

(▲ 8.0)

雇用保険受給者

４４歳以下

４５歳以上 1,450

1,827

829

776

988

191

(2.6)

(▲ 8.8)

(▲ 2.9)3,440

(▲ 7.6)

(▲ 6.9)

(▲ 11.7)

４５歳以上

4,784

10,004

804

2,203

４５歳以上 3,622

2,212

新規常用求職者

2,029

(1.0)

(3.0)

(▲ 11.4)

(▲ 8.2)

(3.7)10,468

3,877

32,748

16,599

9,640

(▲ 1.4)

(▲ 0.2)

(▲ 7.6)

11,312

(▲ 5.6)

(▲ 3.3)

16,281

(▲ 5.7)

33,035

平成30年度

(▲ 9.1)

(  月平均  )

４４歳以下

(▲ 4.7)

208

3.1

２8年平均

(▲ 0.4)

(5.9)

2.8

1,073

853

(▲ 1.4)

(▲ 11.5)

(▲ 0.7)

944

(▲ 5.4)

1,162

789

(▲ 14.0)

166 156

2.3

166

2.4

162

2.4

165

2.32.5

190

2月

(12.0)

176

2.4

174

2.5

230

(▲ 2.1)

(▲ 27.2)

2,015 (▲ 13.1) 1,744

3,305

3,055

787

2,151

9,779

1,787

9,755

２9年平均

(▲ 9.2)

元年5月

(▲ 10.4)

(▲ 9.8)

(▲ 17.1)

1,446

3,190

6月

766

(▲ 9.6)

5月

(▲ 16.8)

(1.9)

6月

916

214

(▲ 5.3)

(▲ 7.3)

(▲ 8.9)

5,363

(▲ 8.8)

9,451

3,852

1,184

1,851

(▲ 10.4)

2,200

(▲ 10.4)

(▲ 2.3)

8,261

(▲ 2.1)

3,277

946

3月

4,181

3,295

1,916

4,618 7,117

(▲ 4.8)

2,697

1,069

(▲ 10.6)

1,053 (▲ 11.7)

(▲ 0.2)

(1.9)

31,686

(▲ 0.4)

(19.7) 3,5613,246

6,189

3,284

700

(▲ 15.1)

(▲ 4.8)

5,533

7,987

3月

875(▲ 14.5)

5月

5,756

4月

(1.6)

16,718

(▲ 10.5)(▲ 14.5)

(▲ 6.7) (▲ 0.7)

877

(▲ 7.9)

6月

(▲ 6.8)

(▲ 1.0)6,355

3,992 (6.7)

16,967

11,205

(▲ 9.8)

1,938

4,410

(▲ 5.8)

(▲ 5.6)

7,048

11,094

4,073

４４歳以下

(6.0)

16,068

(0.3) 894

(0.02)

雇用保険受給
資格決定件数 1,771

15,770

雇用保険受給者
実人員

806 (16.1) 940 (0.9) 1,440

6,296

15,917

(▲ 9.0)9,652

(0.3)

(21.6)(28.9) 257 (16.3) 306 (16.8)

(▲ 2.3) (▲ 4.6)

(▲ 2.3)

(▲ 7.8)

32,390

(13.2) 4,070 (4.9) (1.3)

(2.8)

(4.7)

(1.6)

(▲ 7.3)

(0.03)

(▲ 0.3)

(▲ 5.7)

(▲ 6.3)

(▲ 2.8)

(▲ 3.6)



6.正社員の職業紹介状況（原数値）
(   ) 内前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)

※常用フルタイム求職者・・・・パート及び4カ月未満の臨時を希望する求職者以外の求職者

7.令和元年度　鹿児島労働局　安定所別　有効求人倍率（原数値） ※パートタイムを含む　様式３

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 年度計

有効求職 12,467 12,487 12,296 37,250
有効求人 18,412 16,909 17,115 52,436
求人倍率 1.48 1.35 1.39 1.41
有効求職 4,327 4,212 4,036 12,575
有効求人 5,498 5,347 5,314 16,159
求人倍率 1.27 1.27 1.32 1.29
有効求職 2,255 2,197 2,099 6,551
有効求人 2,518 2,522 2,494 7,534
求人倍率 1.12 1.15 1.19 1.15
有効求職 1,584 1,550 1,506 4,640
有効求人 2,251 2,103 2,102 6,456
求人倍率 1.42 1.36 1.40 1.39
有効求職 488 465 431 1,384
有効求人 729 722 718 2,169
求人倍率 1.49 1.55 1.67 1.57
有効求職 4,559 4,474 4,367 13,400
有効求人 5,622 5,512 5,492 16,626
求人倍率 1.23 1.23 1.26 1.24
有効求職 2,898 2,858 2,820 8,576
有効求人 3,686 3,594 3,636 10,916
求人倍率 1.27 1.26 1.29 1.27
有効求職 1,661 1,616 1,547 4,824
有効求人 1,936 1,918 1,856 5,710
求人倍率 1.17 1.19 1.20 1.18
有効求職 4,226 4,232 4,136 12,594
有効求人 4,765 4,561 4,659 13,985
求人倍率 1.13 1.08 1.13 1.11
有効求職 1,522 1,539 1,507 4,568
有効求人 1,649 1,568 1,645 4,862
求人倍率 1.08 1.02 1.09 1.06
有効求職 1,705 1,705 1,665 5,075
有効求人 1,810 1,797 1,792 5,399
求人倍率 1.06 1.05 1.08 1.06
有効求職 999 988 964 2,951
有効求人 1,306 1,196 1,222 3,724
求人倍率 1.31 1.21 1.27 1.26
有効求職 5,342 5,147 5,086 15,575
有効求人 6,299 5,982 5,884 18,165
求人倍率 1.18 1.16 1.16 1.17
有効求職 4,541 4,341 4,288 13,170
有効求人 5,525 5,165 5,078 15,768
求人倍率 1.22 1.19 1.18 1.20
有効求職 801 806 798 2,405
有効求人 774 817 806 2,397
求人倍率 0.97 1.01 1.01 1.00
有効求職 650 649 706 2,005
有効求人 758 732 666 2,156
求人倍率 1.17 1.13 0.94 1.08
有効求職 1,968 1,834 1,763 5,565
有効求人 2,003 1,772 1,742 5,517
求人倍率 1.02 0.97 0.99 0.99
有効求職 33,539 33,035 32,390 98,964
有効求人 43,357 40,815 40,872 125,044
求人倍率 1.29 1.24 1.26 1.26

鹿児島地域 ・・・鹿児島 北薩地域 ・・・川内、出水、宮之城 大隅地域 ・・・鹿屋、大隅 南薩地域 ・・・加世田、伊集院、指宿

姶良地域 ・・・国分、大口 熊毛地域 ・・・熊毛 奄美地域 ・・・名瀬

-3-

※地域別：安定所の管轄区分

県計

指宿

姶良地域

国分

大口

熊毛地域

奄美地域

伊集院

安定所

鹿児島
地　 域

北薩地域

川内

出水

宮之城

大隅地域

鹿屋

大隅

南薩地域

加世田

(▲ 0.4)

全新規求人における
構成比 42.5% (0.6) 44.6% (1.4)

全求職者における
構成比 60.1%

19,041 (▲ 3.5)

新規常用フルタイム
求職者数 4,909 (▲ 6.9) 5,231 (▲ 11.0)

(2.1) 46.1% (2.4)

(▲ 4.2)

正社員有効求人数

全有効求人における
構成比

63.0%

(1.0)

全　　国 1.13 (0.10)

正社員有効求人倍率 0.95

18,080 (3.3) 18,890

0.97 (0.08)

有効常用フルタイム
求職者数

全新規求職者における
構成比

正社員新規求人倍率 1.30

62.5% (▲ 1.4)

43.1% (0.7)

18,823

1.33

(3.6)

6,449 (2.1) 6,748

1.14 (0.07) 1.08 (0.06)

45.4%

4,851

19,175

42.5% (0.3) 43.6%

(0.0)

(3.0)42.8% (1.2)

6,637

1.12 (0.12)

(▲ 0.3) 59.8% (0.4)

(▲ 6.9) 4,462

60.2% (▲ 0.1)

45.4%

61.6%

(▲ 6.9)5,901

(2.5) 47.1%

(8.9)

1.51 (0.18)

６月５月

(0.12)

(4.8)

４月

正社員新規求人数 6,392 (3.9) 6,508

平成30年度

３月(  月平均  )

(0.13)

(0.03)

1.24 (0.13)

平成31年 令和元年

18,912(▲ 5.6)19,439(▲ 4.6)19,970(▲ 5.4)19,827(▲ 6.4)

58.8% (▲ 0.4) 58.4%(▲ 0.5)59.5%(▲ 1.4)60.5%(▲ 1.5)

(6.7)

(0.02)1.10

(0.10) 1.00 (0.10)

(0.04)

0.95(0.09)0.95 (0.08)

(4.5)(5.1) 18,516

1.07



年齢別 死傷災害発生状況(令和元年上期速報値） 

 

 

 

 

 

 

 

 令和元年上期の労働災害発生状況（平成 31年１月～令和元年６

月発生分）を取りまとめましたので、発表します。 

鹿児島県内の労働災害による休業４日以上の死傷者数は 757 人

で、前年同期と比較し 4.7％減少、死亡者数は４人で、前年同期と

比較し 20％減少しました。 

また、死傷者数 757 人のうち、高年齢労働者（50 歳以上の労働

者）の死傷者数は 424人で、半数以上（56.0％）となっています。 

第 13 次労働災害防止計画（平成 30 年度～令和４年度）におけ

る重点業種の５業種においても、休業４日以上の死傷者数のうち

高年齢労働者の死傷災害の占める割合は、半数以上となっていま

す。 

具体的には、製造業54.6%、建設業55.7%、陸上貨物運送事業58.3%、

林業 54.9％、第三次産業（小売業、社会福祉施設、飲食店等）59.9%

となっています。 

高年齢労働者の労働災害防止について、転倒、墜落・転落、腰痛

等の防止のためのチェックリスト等をとりまとめた「エイジアク

ション 100」の周知を引き続き図っていくこととしています。 

                 （労働基準部健康安全課） 

資料 業種別・年齢別   労働災害発生状況（令和元年６月末速報値） 

   業種別・事故の型別 労働災害発生状況（令和元年６月末速報値） 

   エイジアクション 100（概要版・抜粋） 

休業４日以上の死傷者数 757人（前年同期 4.7％減）、死亡者数４人

（同 20％減）。また、50歳以上の高年齢労働者の死傷者数は 424人

で、半数以上（56.0％）となっている。 



11 1.5%

83 11.0%

757 4 794 5 -37 -1 -4.7% -20% 101 13.3%

152 1 151 0 1 1 0.7% 138 18.2%

86 1 79 7 1 8.9% 174 23.0%

11 15 -4 0 -26.7% 250 33.0%

6 8 -2 0 -25.0% 4 2.6%

11 6 5 0 83.3% 22 14.5%

11 13 -2 0 -15.4% 16 10.5%

27 30 -3 0 -10.0% 27 17.8%

0 0 4 0 -4 0 -100.0% 36 23.7%

115 0 127 2 -12 -2 -9.4% -100% 47 30.9%

57 47 10 0 21.3% 2 1.7%

51 65 2 -14 -2 -21.5% -100% 13 11.3%

7 15 -8 0 -53.3% 15 13.0%

71 0 93 0 -22 0 -23.7% 21 18.3%

0 5 -5 0 -100.0% 23 20.0%

2 10 -8 0 -80.0% 41 35.7%

69 76 -7 0 -9.2% 1 1.4%

0 2 -2 0 -100.0% 6 8.3%

10 0 15 0 -5 0 -33.3% 9 12.5%

3 6 -3 0 -50.0% 14 19.4%

7 9 -2 0 -22.2% 23 31.9%

47 2 36 2 11 0 30.6% 0% 19 26.4%

16 1 16 1 0 0 0.0% 0% 1 3.2%

31 1 20 1 11 0 55.0% 0% 3 9.7%

35 0 41 0 -6 0 -14.6% 6 19.4%

106 0 94 0 12 0 12.8% 4 12.9%

16 8 8 0 100.0% 10 32.3%

81 68 13 0 19.1% 7 22.6%

0 3 -3 0 -100.0% 2 0.6%

9 15 -6 0 -40.0% 31 9.5%

8 0 7 0 1 0 14.3% 42 12.8%

11 0 11 0 0 0 0.0% 56 17.1%

8 0 7 0 1 0 14.3% 71 21.7%

98 0 114 0 -16 0 -14.0% 125 38.2%

42 56 -14 0 -25.0% 0 0.0%

56 56 0 0 0.0% 6 7.4%

0 2 -2 0 -100.0% 9 11.1%

40 0 42 0 -2 0 -4.8% 16 19.8%

12 7 5 0 71.4% 18 22.2%

20 17 3 0 17.6% 32 39.5%

8 18 -10 0 -55.6% 0 0.0%

56 1 52 1 4 0 7.7% 0% 10 17.9%

0 0 0 0 6 10.7%

35 1 30 1 5 0 16.7% 0% 10 17.9%

0 2 -2 0 -100.0% 11 19.6%

21 20 1 0 5.0% 19 33.9%

72 0 82 0 -10 0 -12.2% 2 10.0%

327 1 327 1 0 0 0.0% 0% 1 5.0%

4 20.0%

3 15.0%

4 20.0%

6 30.0%60歳～

～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～

～19歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～

～19歳

20歳～29歳

50歳～59歳

60歳～

～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

60歳～

～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～

①　死傷者数は、労働者死傷病報告のうち休業見込日数が4日以上の災害によるもので、死亡者数を含みます。

②　陸上貨物運送事業及び第三次産業は、別計。

第三次産業

小売業

社会福祉

施設

飲食店

陸上貨物運送事業（４－３・５－１）

第三次産業（８～17）

14　接客娯楽業

１　旅館業

２　飲食店

３　その他の接客娯楽業

上記以外の事業 

10　映画・演劇業

17　その他の事業

16　官公署

３　その他の保健衛生業

３　理美容業

４　その他の商業

９　金融・広告業

15　清掃・と畜業

11　通信業

12　教育・研究業

13　保健衛生業

鹿児島労働局

業種

全産業

製造業

建設業

陸上貨物

運送事業

林業

人数年齢

～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～

50歳～59歳

60歳～

～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

～19歳

20歳～29歳

１　医療保健業

２　社会福祉施設

２　林業

７　畜産・水産業

８　商業

１　卸売業

２　小売業

５　貨物取扱業

１　陸上貨物取扱業

２　港湾運送業

６　農林業

１　農業

４　運輸交通業

１　鉄道・航空機業

２　道路旅客運送業

３　道路貨物運送業

４　その他の運輸交通業

　業種　　　  　　　　年

２　鉱業

３　建設業

１　土木工事業

２　建築工事業

３　その他の建設業

    全産業

１　製造業

１　食料品製造業

４　木材・木製品製造業

９　窯業土石製品製造業

11～12　金属製品製造業

13～15　機械機具製造業

上記以外の製造業

割合増減数平成30年

    　　　 年齢別　（死傷者数）　　　　令和元年　業種別死傷災害発生状況（6月末速報値）

死傷者数
死亡

者数
死傷者数

死亡

者数
死傷者数

死亡

者数
死亡者数死傷者数

増減率令和元年



1 転倒 160 21.1%
2 墜落・転落 143 18.9%

757 4 794 5 -37 -1 -4.7% -20.0% 3 動作の反動・無理な動作 109 14.4%
152 1 151 0 1 1 0.7% 4 はさまれ・巻き込まれ 87 11.5%
86 1 79 7 1 8.9% 5 切れ・こすれ 56 7.4%
11 15 -4 0 -26.7% 1 はさまれ・巻き込まれ 35 23.0%
6 8 -2 0 -25.0% 2 墜落・転落 27 17.8%

11 6 5 0 83.3% 3 転倒 26 17.1%
11 13 -2 0 -15.4% 4 切れ・こすれ 16 10.5%
27 30 -3 0 -10.0% 5 動作の反動・無理な動作 12 7.9%
0 0 4 0 -4 0 -100.0% 1 墜落・転落 41 35.7%

115 0 127 2 -12 -2 -9.4% -100.0% 2 切れ・こすれ 14 12.2%
57 47 10 0 21.3% 2 転倒 13 11.3%
51 65 2 -14 -2 -21.5% -100.0% 4 はさまれ・巻き込まれ 9 7.8%
7 15 -8 0 -53.3% 5 飛来・落下 8 7.0%

71 0 93 0 -22 0 -23.7% 1 墜落・転落 26 36.1%
0 5 -5 0 -100.0% 2 動作の反動・無理な動作 14 19.4%
2 10 -8 0 -80.0% 3 転倒 6 8.3%

69 76 -7 0 -9.2% 3 崩壊・倒壊 6 8.3%
0 2 -2 0 -100.0% 5 激突 5 6.9%

10 0 15 0 -5 0 -33.3% 1 切れ・こすれ 8 25.8%
3 6 -3 0 -50.0% 2 飛来・落下 6 19.4%
7 9 -2 0 -22.2% 3 激突され 5 16.1%

47 2 36 2 11 0 30.6% 0.0% 4 墜落・転落 4 12.9%
16 1 16 1 0 0 0.0% 0.0% 5 崩壊・倒壊 3 9.7%
31 1 20 1 11 0 55.0% 0.0% 1 転倒 104 31.8%
35 0 41 0 -6 0 -14.6% 2 動作の反動・無理な動作 74 22.6%

106 0 94 0 12 0 12.8% 3 墜落・転落 37 11.3%
16 8 8 0 100.0% 4 交通事故（道路） 30 9.2%
81 68 13 0 19.1% 5 はさまれ・巻き込まれ 20 6.1%
0 3 -3 0 -100.0% 1 転倒 24 29.6%
9 15 -6 0 -40.0% 2 動作の反動・無理な動作 15 18.5%
8 0 7 0 1 0 14.3% 3 墜落・転落 10 12.3%

11 0 11 0 0 0 0.0% 4 交通事故（道路） 9 11.1%
8 0 7 0 1 0 14.3% 5 はさまれ・巻き込まれ 6 7.4%

98 0 114 0 -16 0 -14.0% 1 動作の反動・無理な動作 26 46.4%
42 56 -14 0 -25.0% 2 転倒 16 28.6%
56 56 0 0 0.0% 3 その他 5 8.9%
0 2 -2 0 -100.0% 4 切れ・こすれ 3 5.4%

40 0 42 0 -2 0 -4.8% 5 墜落・転落 2 3.6%
12 7 5 0 71.4% 1 転倒 7 35.0%
20 17 3 0 17.6% 2 切れ・こすれ 6 30.0%
8 18 -10 0 -55.6% 3 墜落・転落 1 5.0%

56 1 52 1 4 0 7.7% 0.0% 3 飛来・落下 1 5.0%
0 0 0 0 3 崩壊・倒壊 1 5.0%

35 1 30 1 5 0 16.7% 0.0%

0 2 -2 0 -100.0%

21 20 1 0 5.0%

72 0 82 0 -10 0 -12.2%

327 1 327 1 0 0 0.0% 0.0%

    事故の型別　（死傷者数）

陸上貨
物

運送事
業

①　死傷者数は、労働者死傷病報告のうち休業見込日数が4日
　以上の災害によるもので、死亡者数を含みます。
②　陸上貨物運送事業及び第三次産業は、別計。

全産業

鹿児島労働局
順
位業種 事故の型 人数

製造業

林業

小売
業

社会
福祉
施設

飲食
店

建設業

第三次
産業

陸上貨物運送事業（４－３・５－１）

第三次産業（８～17）

14　接客娯楽業
１　旅館業
２　飲食店
３　その他の接客娯楽業

上記以外の事業 
10　映画・演劇業

17　その他の事業
16　官公署

３　その他の保健衛生業

３　理美容業
４　その他の商業

９　金融・広告業

15　清掃・と畜業

11　通信業
12　教育・研究業
13　保健衛生業

１　医療保健業
２　社会福祉施設

２　林業
７　畜産・水産業
８　商業

１　卸売業
２　小売業

５　貨物取扱業
１　陸上貨物取扱業
２　港湾運送業

６　農林業
１　農業

４　運輸交通業
１　鉄道・航空機業
２　道路旅客運送業
３　道路貨物運送業
４　その他の運輸交通業

　業種　　　　　　　年

２　鉱業
３　建設業

１　土木工事業
２　建築工事業
３　その他の建設業

    全産業
１　製造業

１　食料品製造業
４　木材・木製品製造業
９　窯業土石製品製造業
11～12　金属製品製造業
13～15　機械機具製造業

割合増減数

令和元年　業種別死傷災害発生状況（６月末速報値）

上記以外の製造業

死傷者数 死亡
者数 死傷者数 死亡

者数 死傷者数 死亡
者数

死亡
者数

死傷者数

増減率令和元年 平成30年
（同月末）

















ＵＩターンフェア“かごしま”＆県内就職合同面接会を開催します 

 

 首都圏等への経済機能・人材等の集中が進展している中で、地方圏においては、技術、知識を有

する人材の不足などが生じる一方、ＵＩターンにより就業、起業及び地域の社会貢献を目指す方々

や県内での就職を希望する方々に対する対応が求められています。 

 鹿児島県内では、平成３１年３月末現在の県内希望高校生の就職内定率が９９．７％と平成以降

最高値となりましたが、県外への人材流出・県内の人材不足解消が喫緊の課題となっています。 

 このような状況を受け、国・県においては、関係機関との連携のもと、雇用の確保と新規雇用創

出への取組の一環として、県内企業の中核的な人材となるようなＵＩターン希望者や県内での就職

を希望する方の県内就職を促進するための就職面接会「ＵＩターンフェア“かごしま”＆ 県内就

職合同面接会」を開催します。 

開催時期については、例年、夏（お盆）の帰省時期を考慮して、次の表のとおりとしています。 

 

開催日時 ８月 16 日（金）13：00～16：30  （受付 12：30～） 

開催場所 城山ホテル鹿児島 

実施内容 

 県内企業等との就職面接会 （※ 履歴書【必要数】持参） 

 ハローワーク職員による職業相談 

 ふるさと人材相談員によるＵＩターン相談 

 県内求人情報など 

企業情報 
参加企業については、県ホームページで公開

http://www.pref.kagoshima.jp/af04/sangyo-rodo/ui/r1ui.html 

参加費 ・ 

対象者等 

 参加費無料 

 県内へのＵＩターン希望者 

 県内求職者 

 来春３月卒業予定の学生（高校生を除く） 

主 催 鹿児島県・鹿児島労働局・県内ハローワーク 

連絡先 

鹿児島県雇用労政課雇用促進係                                                 

（〒890-8577 鹿児島市鴨池新町 10-1 鹿児島県庁 10 階  電話 099-286-3028） 

 





「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」を実施します 

 

ひとり親の就労支援を強化するため、児童扶養手当受給者が児童扶養手当の現況届を提出する８

月の時期に合わせて、「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」を実施し、ひと

り親の正社員化等に取り組みます。 

 

本キャンペーンに際して、今年度も県内各地にハローワークの臨時相談窓口を設置します。 

市 町 村 設 置 場 所 日     時 

鹿児島市 

鹿児島市役所 こども福祉課相談室 ８月９日（金）、８月 13日（火）～16日（金）9:00～16:00 

鹿児島市役所東別館１階 

生活・就労支援センター かごしま（常設窓口） 

9:00～16:00 

鹿屋市 鹿屋市役所別館 第２会議室 
８月第２週以降の毎週月・水・金曜日（8月 5，7，9，14，

16，19，21，23，26，28，30日） 9:30～15:30   

枕崎市 枕崎市役所本庁１階 福祉課相談室 ８月 22日（木） 10：00～16：00 

阿久根市 阿久根市役所 福祉課７番窓口 ８月 21日（水）、27日（火） 10:00～15:00 

出水市 

出水市役所 相談室８番 ８月６日（火） 9:30～15:30 

出水市役所野田支所 市民相談室 ８月８日（木） 9:30～12:00 

出水市高尾野公民館 研修室 ８月８日（木） 13:00～15:30 

指宿市 

指宿市役所１階 第一会議室 ８月 16日（金） 11:00～14:00 

指宿市役所開聞支所 １階フロア ８月 21日（水） 11:00～14:00 

西之表市 西之表市役所１階 福祉事務所相談室 ８月２日（金） 9:00～12:00 

垂水市 垂水市役所 福祉課内相談室 ８月 27日（火）、29（木） 9:30～15:30 

薩摩川内市 薩摩川内市役所６階 ６０３会議室 ８月７日（水）、14日（水）、28日（水） 10:00～16:00 

日置市 日置市役所 福祉課相談室 ８月 16日（金） 10:00～15:00 

曽於市 

曽於市役所末吉本庁１階 相談室 ８月 13日（火） 10:00～15:00  

曽於市役所財部支所１階 第１会議室 ８月 16日（金） 10:00～15:00  

霧島市 霧島市役所 子育て支援課相談室 ８月１日（木）、２日（金）、５日（月）、７日（水）9：30～15：00 

いちき串木野市 

いちき串木野市役所串木野庁舎  

地下大会議室 

８月９日（金） 10:00～15:00 



南さつま市 

南さつま市総合保健福祉Ｃ 

ふれあいかせだ２階相談室 

８月７日（水） 10：00～16：00 

志布志市 

志布志市役所志布志支所 １階西会議室 ８月６日（火） 10:00～15:00 

志布志市役所本庁横 有明公民館和室 ８月８日（木） 10:00～15:00 

奄美市 奄美市役所 福祉政策課 ８月 21日（水）、28日（水） 9:00～16:00 

南九州市 南九州市役所川辺庁舎２階 第４会議室 ８月 21日（水） 10：00～16：00 

伊佐市 伊佐市役所 こども課第４会議室 ８月 19日（月） 10：00～16：00 

姶良市 

姶良市役所蒲生総合支所 福祉係相談室 ８月８日（木） 10：00～15：00 

姶良市役所加治木総合支所 福祉係相談室 ８月 21日（水） 10：00～15：00 

湧水町 湧水町栗野庁舎 別館２会議室 ８月 29日（木） 9：30～15：00 

大崎町 大崎町役場１階 相談室 ８月 13日（火）、16日（金） 9:30～15:30 

東串良町 東串良町役場 東串良町保健センター１階 ８月 14日（水）、15日（木） 9:30～15:30 

錦江町 錦江町役場本庁 １階会議室 ８月 22日（木） 9:30～15:30   

南大隅町 南大隅町役場本庁 中央公民館１階 ８月 13日（火） 9:30～15:30 

肝付町 肝付町役場１階 第１会議室 ８月７日（水）、８日（木） 9:30～15:30 

中種子町 中種子町役場１階 福祉環境課相談室 ８月１日（木） 10:00～15：00 

南種子町 南種子町役場２階 議会事務局図書室 ８月７日（水） 13:00～16:00 

屋久島町 

屋久島町役場安房出張所２階 視聴覚室 ８月 15日（木） 13:00～16:00 

屋久島町離島開発総合センター１階 

第２会議室 

８月 16日（金） 9：:30～15:00 

喜界町 喜界町役場 住民課町民相談室 8月 22日（木） 10:30～14:00 

徳之島町 徳之島町役場１階 会議室 ８月９日（金） 10:30～15:00 

天城町 天城町役場１階 入札室 ８月６日（火） 10:00～15:00 

伊仙町 伊仙町役場 選挙管理委員会室 ８月７日（水） 10:00～15:00 

与論町 与論町役場仮庁舎 多目的屋内運動場 ８月 16日（金） 14:00～17:00 

※ いずれの窓口も１２：００～１３：００はお昼休みになります。 



子育てと就職活
動を両立できる

のか不安！

面接に
自信がもて

ない！

履歴書の
書き方に
不安が！

★担当制による伴走型支援
★きめ細やかな職業相談
★ひとり親の方向けの求人情報
★ひとり親の方向け職業訓練情報

で悩まな
いでください。
ハローワークが

します！

ひとり親の方の中には、このようなお悩みを
抱えている方が少なくありません。

★児童扶養手当の現況届提出期間に、市役所等にハローワークの就職支援
ナビゲーターが出張相談いたします。

★ひとり親の方が現況届を提出した後、就職までワンストップで相談できる体
制をつくることで、ひとり親の方の安定した就労、安定した生活に向けた支援
を行います！



★お子さんの成長に伴い、キャリアアップや正社員就職を希望するひとり親の方も
多くいます。ハローワークなら、在職者の方も相談できます。

★普段は忙しく、ハローワークに行けないという方に対して、臨時相談窓口は

”きっかけの場“として大いに力を発揮します。

★ひとりで悩まないで、ご相談ください！！

鹿児島労働局・県内各ハローワーク

平成３０年度には、３１の自治体で臨時相談窓口が設置されました。

平成２９年度のキャンペーンでは１０８件の相談が寄せられ、

８１人の方が、この事業の支援対象者となり、

４６人（ うち正社員 １７人）の方の就職が決まりました。
（※ 平成30年度の実績については令和元年７月末現在で取りまとめます）

あとで面倒なんじゃないかな？・自力で探せるから大丈夫！
と思われている方も、事業の参加にかかわらず、

自分の考えを整理するきっかけとして、
この機会に窓口を訪ねてみてはいかがでしょうか。

お問合せは、お住まいの地域を管轄する
ハローワークまで！



 

鹿 児 島 労 働 局 発 表 

令 和 元 年 7 月 30 日 

 

 

報道関係者 各位 

 

 

 

 

雇用形態に関わらない公正な待遇の確保に向けて 

「均等・均衡待遇に関する特別相談窓口」を開設します！ 

～ 令和元年８月１日から開設 ～ 
 

 鹿児島労働局（局長 小林
こばやし

 剛
ごう

）は、2020年 4月 1日から施行されるパートタイム・有期雇用労

働法（中小企業の適用は 2021年 4月 1日）及び改正労働者派遣法※について、働く方々や企業の担

当者からの疑問や相談にお答えするための特別相談窓口を以下のとおり開設します。            

 

 

 

◇開 設 日      令和元年8月1日（木） 

◇時  間      8時30分から17時15分（土日祝日、年末年始除く） 

◇窓  口      

      ●パートタイム・有期雇用労働法については 

鹿児島労働局 雇用環境・均等室 

電 話 ０９９－２２３－８２３９ 

          所在地 鹿児島市山下町13番21号 鹿児島合同庁舎２F   

   ●改正労働者派遣法については 

       鹿児島労働局 職業安定部需給調整事業室 

          電 話 ０９９－８０３－７１１１ 

          所在地 鹿児島市西千石町1番1号 鹿児島西千石第一生命ビル1階 

 

※パートタイム・有期雇用労働法では、同一企業内における正社員と短時間労働者や有期雇用労働者との間で、基本

給や賞与、手当などあらゆる待遇について、不合理な差を設けることが禁止(均等・均衡待遇) 

 改正労働者派遣法では、派遣先の労働者との均等・均衡待遇又は一定の要件を満たす労使協定による待遇のいずれ

かを確保することが義務化 

 

 ＜添付資料＞ 

１．「均衡・均等待遇に関する特別相談窓口」チラシ 

２．雇用形態に関わらない公正な待遇の確保 

【照会先】鹿児島労働局 

雇用環境・均等室 

   室  長    大庭 直美 

   室長補佐    渡邉 光広 

  電話 099-223-8239 

職業安定部需給調整事業室 

 室  長    泉  仁志 

 係  長    郷之丸広美 

  電話 099-803-7111  

厚生労働省 
鹿児島労働局 

Press Release 

均等・均衡待遇に関する特別相談窓口 
 



均等・均衡待遇に関する特別相談窓口

相談
無料

鹿児島労働局では、パートタイム・有期雇用・派遣
で働く方々や企業からのご相談をお受けします。

令和元年８月１日から開設します！

たとえば･･･
？ 同一労働同一賃金の制度内容がわからない。
？ どのように制度導入の手順を進めていくのか

わからない。
？ 正社員との待遇差が気になる。

パートタイム・有期雇用労働法及び改正労働者派遣法が
2020年4月1日から施行されます

（中小企業におけるパート・有期雇用労働法の適用は2021年4月1日から

正規雇用と非正規雇用の間の不合理な待遇差が禁止をされ、正規雇用との均
等・均衡待遇が求められます。（不合理な待遇差の具体例などを示した同一

労働同一賃金ガイドラインが指針として定められています。）

お気軽にご相談ください！

受付時間 8時30分～17時15分（土日祝日、年末年始除く）
※まずはお電話でご相談ください。

パートタイム・有期雇用労働法については

改正労働者派遣法については

雇用環境・均等室 電話番号：０９９－２２３－８２３９
（〒892-8535 鹿児島市山下町13番21号 鹿児島合同庁舎２階）

職業安定部需給調整事業室

電話番号：０９９－８０３－７１１１
（〒892-0847 鹿児島市西千石１番１号 鹿児島西千石第一生命ビル１階）

匿名相談可 プライバシー厳守

※ 雇用管理の改善に関する具体的な相談は、「鹿児島働き方改革推進支援センター」
（℡ ０１２０－２２１－２５５）もご利用できます。

厚生労働省 鹿児島労働局



① 不合理な待遇差をなくすための規定の整備

同一企業内において、正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間で、基本給や賞与

などの個々の待遇ごとに、不合理な待遇差を設けることを禁止

ガイドライン※１より、どのような待遇差が不合理に当たるかが示されています。

改正の概要

【改正前→改正後】○：規定あり △：配慮規定 ×：規定なし ◎：規定の解釈の明確化

派遣労働者については、下記のいずれかを確保することを義務化します。

（１）派遣先の労働者との均等・均衡待遇

（２）一定の要件を満たす労使協定による待遇

★併せて、派遣先になろうとする事業主に対し、派遣先労働者の待遇に関する
派遣元への情報提供義務を新設します。

※１ いかなる待遇差が不合理であり、いかなる待遇差は不合理なものでないかを示した「同一労働同一賃金

ガイドライン 」が策定

均衡待遇規定
(不合理な待遇差の禁止)

下記３点の違いを考慮した上で、不合理な待遇差を禁止します
①職務内容※２、②職務内容・配置の変更の範囲、③その他の事情

均等待遇規定
(差別的取扱いの禁止)

下記２点が同じ場合、差別的取扱いを禁止します
①職務内容※２、②職務内容・配置の変更の範囲
※２ 職務内容とは、業務の内容＋責任の程度をいいます。

パート 有期 派遣

均衡待遇規定 ○ → ◎ ○ → ◎ △ → ○＋労使協定

均等待遇規定 ○ → ○ × → ○ × → ○＋労使協定

ガイドライン × → ○ × → ○ × → ○

雇用形態に関わらない公正な待遇の確保

ぱ

どのような雇用形態を選択しても、待遇に納得して働き続けられるよ

うにすることで、多様で柔軟な働き方を「選択できる」ようにします。

改正の目的

正規雇用労働者（無期雇用フルタイム労働者）と

非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）との

不合理な待遇の差をなくす。

１

パートタイム・有期雇用労働法及び改正労働者派遣法
2020年4月1日に施行

(中小企業におけるパート・有期雇用労働法の適用は2021年4月1日から）



② 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化

【改正前→改正後】○：説明義務の規定あり ×：説明義務の規定なし

【改正前→改正後】○：規定あり △：部分的に規定あり（均衡待遇は対象外) ×：規定なし

③ 行政による事業主への助言・指導等や

裁判外紛争解決手続(行政ＡＤＲ)※４の規定の整備
※４ 事業主と労働者との間の紛争を、裁判をせずに解決する手続きのことをいいます。

非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」など、自身の待遇につ

いて説明を求めることができます。

事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説明をしなければなりません。

都道府県労働局において、無料・非公開の紛争解決手続きを行います。

「均衡待遇」や「待遇差の内容・理由」に関する説明についても、行政ＡＤＲの

対象となります。

パート 有期 派遣

待遇内容※３（雇い入れ時） ○ → ○ × → ○ ○ → ○

待遇決定に際しての考慮事項（求めがあった場合） ○ → ○ × → ○ ○ → ○

待遇差の内容・理由（求めがあった場合） × → ○ × → ○ × → ○

パート 有期 派遣

行政による助言・指導等 ○ → ○ × → ○ ○ → ○

行政ADR △ → ○ × → ○ × → ○

※３ 賃金、福利厚生、教育訓練など

【問い合わせ先】

■ パートタイム・有期雇用労働法に関するお問い合わせ
鹿児島労働局雇用環境・均等室 （ＴＥＬ）０９９－２２３－８２３９
鹿児島労働局山下町庁舎 鹿児島市山下町１３番２１号 鹿児島合同庁舎２階

■ 労働者派遣法の改正に関するお問い合わせ
鹿児島労働局職業安定部需給調整事業室 （ＴＥＬ）０９９－８０３－７１１１
鹿児島労働局西千石庁舎 鹿児島市西千石町１番１号 鹿児島西千石第一生命ビル

■ 具体的な労務管理の手法に関する相談
鹿児島働き方改革推進支援センター

（ＴＥＬ）０１２０－２２１－２５５（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ）
鹿児島市下荒田３－４４－１８ のせビル２Ｆ

２


